
大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 
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令和５年６月３０日 

 

大田市長  



大田市条例第１５号 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

大田市職員の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４８号）

の一部を次のように改正する。 

附則第１３項前段を次のように改める。 

職員が、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成２４年法律第３１号）第２条第１号に規定する新

型インフルエンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る同法第１

５条第１項に規定する政府対策本部が設置されたもの（市長が規則

で定めるものに限る。）をいう。）から国民の生命及び健康を保護

するために行われた措置に係る作業であって市長が規則で定めるも

のに従事したときは、感染症防疫作業手当を支給する。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



大田市条例第１６号 

大田市税条例の一部を改正する条例 

大田市税条例（平成１７年大田市条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができな

かった金額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべ

き金額により」を加え、「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは

市民税に充当し」を「、個人の市民税若しくは森林環境税を納付し、

若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若しくは納入す

る」に改める。 

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を

同条第６項とし、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に

改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に

改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与

支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき

事項がその年の前年において当該給与支払者を経由して提出した前

項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書（その者が

当該前年の中途において次項の規定による申告書を当該給与支払者

を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規

定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者

は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を

記載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書

を提出することができる。 

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「

によって」を「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収す

る場合に併せて賦課し、及び徴収する。 

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林



環境税額の合算額」に、「によって」を「により」に改める。 

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を

「には」に改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行

う森林環境税額を含む。次項及び第５項において同じ。）」を加え、

同条第２項中「においては」を「には」に、「によって」を「により

」に改め、同条第３項、第５項及び第６項中「によって」を「により

」に改める。 

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を

「には」に改め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、

「第１７条の２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号

に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６

項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村徴

収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又は納

入することを委託したものとみなす」に改める。 

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収

することが」に、「である場合においては」を「である場合には」に

改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。以下この条及び第４７条の５において同じ。）」を

加え、「によって徴収する場合においては」を「により徴収する場合

には」に、「によって徴収する。」を「により徴収する。」に改め、

同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改める。 

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては

」を「には」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により

」に、「第１７条の２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項

第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、

第６項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町

村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次

に「及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第

１条第１項第１３号の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加え



る。 

附則第１５条の２第４項及び第１６条の２第３項中「１００分の１

０」を「１００分の３５」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年７月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第３４条の９第２項並びに３８条の見出し及び同条第１項の改

正規定、同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、

第４７条、第４７条の２及び第４７条の６の改正規定並びに附則

第１５条の２第４項及び附則第１６条の２第３項の改正規定並び

に次条第１項並びに附則第３条第１項（この条例による改正後の

大田市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３

項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６年１月１日 

⑵ 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年

１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の大田市税条例の規定

中個人の市民税に関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人

の市民税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後

に支払を受けるべき大田市税条例第３６条の３の２第１項に規定す

る給与（以下この項において「給与」という。）について提出する

同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受

けるべき給与について提出した同項の規定による申告書については、

なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定

は、令和６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、

令和５年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例



による。 

２ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第１号に掲

げる規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して

課すべき軽自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得さ

れた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割に

ついては、なお従前の例による。 



大田市条例第１７号 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関

する条例の一部を改正する条例 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関する

条例（平成１７年大田市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



大田市条例第１８号 

大田市火災予防条例の一部を改正する条例 

大田市火災予防条例（平成１７年大田市条例第２２３号）の一部を

次のように改正する。 

第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第

１０５号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に

規定する原動機付自転車をいう。第１２号において同じ。）をいう。

以下この条において同じ。）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、

航空機その他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコネクター

（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下

同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを超えるもの

を除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のもの（変圧する

機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブ

ルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。

）により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポス

トを含む」に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆

われた外壁で開口部のないものに面するときは」を「次に掲げるもの

にあっては」に改め、同号に次のように加える。 

  ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面

するもの 

  イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に

改め、同項第７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「

コネクターが電気自動車等に接続され、」に、「接続部が」を「コネ

クターが当該電気自動車等から」に改め、同項第１１号中「緊急停止

させることができる措置を講ずる」を「緊急に停止することができる

装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに

操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動

車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「



（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下

この号において同じ。）」を削り、同項第１６号中「当該蓄電池」の

次に「（主として保安のために設けるものを除く。）」を加え、同項

中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、同号の前に次

の１号を加える。 

⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄

電池（主として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しない

こと。 

第１６条第１項中「いう。」の次に「以下同じ。」を加える。 

第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による

標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない」

を「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定

する喫煙専用室標識を設ける場合においてはこの限りでない」に改め、

同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識

を設けるときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せ

て設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第７０１

０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとし、「喫煙所」

と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準化機構

が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合する

ものとしなければならない。 

第２３条第５項中「前項」を「第３項」に改める。 

別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１

項の改正規定及び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設

置の工事がされているこの条例による改正後の大田市火災予防条例



（以下「新条例」という。）第１１条の２第１項に規定する急速充

電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、

なお従前の例による。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、

同号中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康

増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３

条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第

２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとす

る。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている

新条例第２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設

ける図記号のうち、新条例第２３条第４項の規定に適合しないもの

については、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 


